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本⽇御議論いただきたい事項（地熱発電） 2

電源
【調達期間】

2012
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025年
度以降

価格
⽬標

地熱
【15年】

⽔⼒
【20年】

FIT制度
からの

中⻑期的な
⾃⽴化を
⽬指す

２６円（15,000kW以上・新設）
２０円（15,000kW以上・リプレース（全設備更新型））

１２円（15,000kW以上・リプレース（地下設備流⽤型））
４０円（15,000kW未満・新設）

３０円（15,000kW未満・リプレース（全設備更新型））
１９円（15,000kW未満・リプレース（地下設備流⽤型）

２４円（1,000-30,000kW・新設） ２０円（5,000-30,000kW・新設）

２７円（1,000-5,000kW・新設）
１２円（5,000-30,000kW・既設導⽔路活⽤型）

１５円（1,000-5,000kW・既設導⽔路活⽤型）
２９円（200-1,000kW・新設）

２１円（200-1,000kW・既設導⽔路活⽤型）

３４円（200kW未満・新設）
２５円（200kW未満・既設導⽔路活⽤型）

２4円 御議論いただきたい事項

１４円（1,000-30,000kW
・既設導⽔路活⽤型）

 地熱発電については、地元調整、関係法令の⼿続き等を勘案し、これまで向こう３年間の複数年度の調達価格を
取りまとめてきた。また、新規認定でFIP制度のみ認められる対象についても、昨年度の委員会で、2024年度までの
対象を取りまとめたところ。

 このため、本⽇の委員会では、2025年度の取扱い（①新規認定でFIP制度のみ認められる対象、②調達価格・
基準価格）について、御議論いただきたい。
※なお、地熱発電に適⽤される地域活⽤要件については、昨年度の委員会で、2024年度までの要件を取りまとめたところ。

2025年度の要件については、本⽇ではなく、別⽇の委員会にて御議論いただきたい。

１６円

９円



（参考）FIT／FIP ・⼊札の対象（地熱・中⼩⽔⼒・バイオマス）のイメージ

50kW０kW 1,000kW

注）地熱・中⼩⽔⼒発電のリプレースは新設と同様の取扱い。 ※沖縄地域・離島等供給エリアはいずれの電源も地域活⽤要件なしでFITを選択可能とする。
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今年度の本委員会の主な論点（総論）（案） 4

 ⾜元のエネルギー情勢やGXの加速に向けた検討
 再エネについては、 2050年カーボンニュートラルや2030年度再エネ⽐率36〜38％との野⼼的な導⼊⽬

標の実現に向けて、S＋3Eを⼤前提に、再エネの主⼒電源化を徹底し、再エネに最優先の原則で取り組み、
国⺠負担の抑制と地域との共⽣を図りながら最⼤限の導⼊を促していくことが基本⽅針。

 特に、⾜元、ロシアによるウクライナ侵略をきっかけに世界のエネルギー情勢が⼀変する中で、エネルギーの安定
供給の確保を⼤前提に、クリーンエネルギー中⼼の経済社会・産業構造の転換（GX）を加速させることが
必要。こうした中、再エネの導⼊拡⼤はエネルギー源の多様化にも資することから、再エネの最⼤限活⽤を進
めていくことが重要。

 今年度の本委員会では、こうした点をふまえた、再エネ⼤量導⼊⼩委員会等の関係審議会における検討も
ふまえつつ、調達価格／基準価格や⼊札制度等について検討すべきではないか。

調達価格等算定委員会（第78回）
（2022年10⽉12⽇）事務局資料より抜粋



今年度の本委員会の主な論点（電源ごとの論点③・その他）（案） 5

＜地熱発電・中⼩⽔⼒発電＞
 地熱発電・中⼩⽔⼒発電の2024年度以降の取扱い

 2024年度及び2025年度の調達価格／基準価格について、コスト動向等をふまえつつ、どう設定するか。
• 特に中⼩⽔⼒発電（1,000kW以上30,000kW未満）については、コスト実績が調達価格の⽔準を下回る中で、オーバーホールによる

運転維持費や設備利⽤率への影響実態等ふまえて、どう設定するか。
 2025年度のFIT／FIPの対象について、電源の発電特性等をふまえつつ、どう設定するか。

＜バイオマス発電＞
 バイオマス発電の2024年度以降の取扱い

 2024年度の調達価格／基準価格について、コスト動向等をふまえつつ、どう設定するか。
 2024年度のFIT／FIPの対象について、バイオマス発電の特性等をふまえつつ、どう設定するか。

 バイオマス発電の2023年度の取扱い
 2022年度も⼊札対象とされている⼀般⽊材等（10,000kW以上）及びバイオマス液体燃料（全規模）について、募集

容量や上限価格、その事前公表／⾮公表等をどう設定するか。
 また、バイオマス持続可能性WGにおいて、ライフサイクルGHGの確認⼿段等の残された論点に関する同WGの結論を得た上

で、新規燃料の取扱いについて、どう検討するか。

＜その他の論点＞
 インボイス制度の導⼊に伴う調達価格における消費税の取扱い

 新規認定については、課税事業者の場合、インボイス発⾏事業者として登録を⾏うことを認定要件とする⽅向性の中で、インボイ
ス発⾏事業者と⾮インボイス発⾏事業者で、調達価格における消費税の取扱いについて、どう設定するか。

調達価格等算定委員会（第78回）
（2022年10⽉12⽇）事務局資料より抜粋
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6（参考）地熱発電のFIT・FIP認定量・導⼊量・買取価格

 地熱発電については、エネルギーミックス（150万kW）の⽔準に対して、2022年3⽉末時点では、FIT前導⼊量
＋FIT・FIP認定量は70万kW、導⼊量は60万kW。

 2022年度の買取価格は、15,000kW以上で26円/kWh、15,000kW未満で40円/kWhである。

＜地熱発電のFIT・FIP認定量・導⼊量＞

※資源エネルギー庁作成。1ユーロ＝120円、1ポンド＝150円で換算。
欧州の価格は運転開始年である。⼊札対象電源となっている場合、落札価格の加重平均である。ただし、
イギリスは落札者なしのため⼊札上限価格。また、イタリアは落札価格⾮公表のため、⼊札上限価格。
フランスは12,000kW以上は⽀援対象外のため、12,000kW設備の価格。
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※ 失効分（2022年3⽉時点で確認できているもの）を反映済。

＜地熱発電（30,000kW）の各国の買取価格＞
（円/kWh）

26.0円

30.2円

FIT前導⼊量
50万kW

調達価格等算定委員会（第78回）
（2022年10⽉12⽇）事務局資料より抜粋・⼀部修正



7（参考）地熱発電のFIT認定・導⼊状況（新設） （2022年3⽉末時点）

認定（新設） 100kW未満 100kW以上
500kW未満

500以上
1,000kW未満

1,000kW以上
2,000kW未満

2,000以上
7,500kW未満

7,500以上
15,000kW未満 15,000kW以上 合計

2012年度認定 97(2) 225(2) 0(0) 3,405(2) 0(0) 0(0) 0(0) 3,727(6)
2013年度認定 161(3) 440(1) 500(1) 0(0) 9,330(2) 0(0) 0(0) 10,431(7)
2014年度認定 342(9) 215(2) 0(0) 0(0) 12,049(2) 0(0) 46,199(1) 58,805(14)
2015年度認定 203(5) 2,905(17) 1,100(2) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 4,208(24)
2016年度認定 424(8) 2,212(11) 550(1) 0(0) 4,444(1) 0(0) 0(0) 7,630(21)
2017年度認定 99(2) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 99(2)
2018年度認定 320(7) 480(1) 720(1) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 1,520(9)
2019年度認定 50(1) 250(1) 0(0) 0(0) 0(0) 14,900(1) 0(0) 15,200(3)
2020年度認定 278(6) 280(1) 625(1) 1,998(1) 10,938(3) 14,990(1) 0(0) 29,109(13)
2021年度認定 233(5) 1,125(4) 1,745(3) 0(0) 22,375(5) 14,999(1) 0(0) 40,477(18)

合計 2,209(48) 8,132(40) 5,240(9) 5,403(3) 59,136(13) 44,889(3) 46,199(1) 171,208(117)

＜地熱発電（新設）のFIT認定量＞ 単位︓kW（件）

導⼊（新設） 100kW未満 100kW以上
500kW未満

500以上
1,000kW未満

1,000kW以上
2,000kW未満

2,000以上
7,500kW未満

7,500以上
15,000kW未満 15,000kW以上 合計

2012年度認定 97(2) 225(2) 0(0) 3,405(2) 0(0) 0(0) 0(0) 3,727(6)
2013年度認定 161(3) 440(1) 500(1) 0(0) 9,330(2) 0(0) 0(0) 10,431(7)
2014年度認定 342(9) 215(2) 0(0) 0(0) 12,049(2) 0(0) 46,199(1) 58,805(14)
2015年度認定 134(4) 2,905(17) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 3,039(21)
2016年度認定 375(7) 1,122(7) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 1,497(14)
2017年度認定 99(2) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 99(2)
2018年度認定 274(6) 480(1) 720(1) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 1,474(8)
2019年度認定 50(1) 250(1) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 300(2)
2020年度認定 229(5) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 229(5)
2021年度認定 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0)

合計 1,761(39) 5,637(31) 1,220(2) 3,405(2) 21,379(4) 0(0) 46,199(1) 79,601(79)

＜地熱発電（新設）のFIT導⼊量＞ 単位︓kW（件）

※四捨五⼊の関係で合計が⼀致しない場合がある。
※リプレース区分については、全設備更新で16,600kW（２件）の認定、地下設備流⽤で28,185kW（２件）の認定・導⼊（導⼊は13,195kW（１件）のみ）がある。



地熱発電
Ⅰ コストデータ
Ⅱ 2025年度以降の取扱い



9

 15,000kW未満の資本費の定期報告データは58件、運転維持費の定期報告データは36件。
 資本費の平均値は171万円/kW、中央値は168万円/kWとなり、想定値（123万円/kW）を上回った。

また、運転維持費の平均値は9.8万円/kW/年、中央値は8.1万円/kW/年となり、想定値（4.8万円
/kW/年）を上回った。

 ⼀⽅で、中規模（1,000-7,500kW）案件では、導⼊件数が少ないものの、平均値は102万円/kWと
想定値（123万円/kW）を下回っており、効率的に設置ができていることが確認された。

 15,000kW以上の資本費及び運転維持費の定期報告データは１件。資本費は61万円/kWとなり、想定値
（79万円/kW）を下回った。また、運転維持費は2.8万円/kW/年となり、想定値（3.3万円/kW/年）を下
回った。

 リプレース区分の資本費及び運転維持費の定期報告データは１件（15,000kW未満・地下設備流⽤区分）。
資本費が69万円/kWとなり、想定値（77万円/kW）を下回った。また、運転維持費は3.1万円/kW/年とな
り、想定値（4.8万円/kW/年）を下回った。
＜出⼒と資本費の関係＞ ＜出⼒と運転維持費の関係＞

-100kW 100-
1,000kW

1,000-
7,500kW

7,500-
15,000kW 15,000kW-

認定件数
導⼊件数
（新設）

48件
39件

49件
33件

16件
6件

3件
0件

1件
1件

資本費
平均値
(万円/kW)

194 154 102 ― 61

運転維持費
平均値
(万円/kW/年)

9.1 11.9 9.1 ― 2.8

（１）国内の動向︓地熱発電の資本費・運転維持費（全体像）

※資本費・運転維持費については、2022年7⽉29⽇時点までに報告された定期報告を分析対象としている。
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10（１）国内の動向︓地熱発電の資本費・運転維持費（規模別内訳）
 地熱発電の資本費・運転維持費の規模別内訳を分析すると、以下のことが分かった。

 資本費について、100kW未満は平均値194万円/kW、100-1,000kWは平均値154万円/kWとなってい
る⼀⽅、データが少ない点に留意が必要であるが、1,000-7,500kWは平均値102万円/kW、15,000kW
以上は61万円/kWとなっており、1,000kWを超えると特に低コストでの設置が可能となる。

 運転維持費については、得られたデータが少ない点に留意が必要ではあるが、規模によるコストの違いはみられ
なかった。

＜出⼒と資本費の関係＞

︵
資
本
費
︶

︵
運
転
維
持
費
︶

1,000kWを超えると特に低コ
ストでの設置が可能となる。

※2022年7⽉29⽇時点までに報告された定期報告を対象。

194万円/kW

154万円/kW

102万円/kW

61万円/kW

想定値
123万円/kW

想定値
79万円/kW

11.9万円/kW/年

9.1万円/kW/年

2.8万円/kW/年想定値
4.8万円/kW/年 想定値

3.3万円/kW/年

9.1万円/kW/年



11（１）国内の動向︓地熱発電の設備利⽤率

 15,000kW未満の設備利⽤率データは、ばらつきが⼤きいものの平均値は50.7％、中央値は58.0％となっており、
想定値（74.8％）を下回った。⼀⽅で、1,000kW以上15,000kW未満に着⽬すると、その設備利⽤率デー
タの平均値は83.8％、中央値は82.3％となっており、想定値を上回った。

 15,000kW以上の設備利⽤率データは1件で、設備利⽤率は79.6%であり、想定値（73.9％）を上回った。
 なお、運転開始後の設備利⽤率の低下状況を確認するため、運転開始後経過年数と設備利⽤率の関係を分析

すると、運転開始年数の経過につれて、全体として、横ばいの傾向があった。

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

1年

（77件）

2年

（55件）

3年

（46件）

4年

（33件）

5年

（20件）

6年

（12件）

7年

（6件）

8年

（2件）

＜運転年数と平均設備利⽤率の関係＞
（15,000kW未満全体）

（運転年数）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000

(kW)

＜規模×設備利⽤率＞
（設備利⽤率）

想定値
（74.8%）

※2021年６⽉－2022年５⽉までのデータを対象。



12（１）国内の動向︓地熱発電のコストに関する調査概要①（設問）

 地熱発電の資本費や設備利⽤率等のコスト動向の詳細を把握するため、本年９〜10⽉に、稼働済のFIT認定設
備65件に対して、アンケート調査を実施した。

 具体的には、各案件の設備費や設備利⽤率等が、平均的な値または事業計画時の想定と⽐べて⾼い／同⽔準
／低いかどうか、また、その⾼い／低いの理由等に関して、質問した。

 回答件数は23件（回答率35％）。

-1,000kW 1,000-
7,500kW

7,500-
15,000kW 15,000kW- 合計

送付件数 57件 6件 1件 1件 65件

回答件数 17件
（30%）

5件
（83%）

0件
（0％）

1件
(100%)

23件
（35%）



0% 20% 40% 60% 80% 100%

1,000kW未満 (17件)

1,000-7,500kW (5件)

平均値より⾼い 平均値と同⽔準 平均値より低い 不明

13（１）国内の動向︓地熱発電のコストに関する調査概要②（資本費）

 設備費が平均より⾼額となってしまった案件では、特に発電設備や蒸気熱⽔設備が平均より⾼額となっており、その
主な理由としては、求める設備仕様に対応可能なメーカーの選択肢が限られており、多数の⾒積を基に検討する
ことができなかったことや設備仕様が過⼤となってしまったことが挙げられる。

＜設備費の総額＞

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1,000kW未満 (13件)

1000-7,500kW未満 (6件)

蒸気熱⽔設備 発電設備 受変電設備 その他

＜平均値より⾼い案件における特に⾼額となった設備費＞

0% 20% 40% 60% 80% 100%

蒸気熱⽔設備 (0件) 発電設備 (3件)
受変電設備 (2件) その他 (1件)

＜平均値より低い案件における特に低額となった設備費＞

＜⾼額となった主な理由＞ ※複数回答可

 求める設備仕様に対応可能なメーカーが少なく、価格交渉が⾏えなかったため。（11件、うち８件が発電設備について）
 設備仕様が過⼤となったため。（６件、うち３件が発電設備について）
 為替の影響により海外メーカーの製品の価格が上昇したため。（１件、うち１件発電設備について）

※複数回答可 ※複数回答可



14（１）国内の動向︓地熱発電のコストに関する調査概要③（設備利⽤率）

 特に1,000kW未満の案件においては、事業計画時の想定より設備利⽤率が低くなり、また、極端に設備利⽤率
が低下することが多い傾向。また、設備利⽤率が⾼い／低いを左右する要因としては、適切なメンテナンスの実施
が多く挙げられた。

＜事業計画時の想定に対する設備利⽤率の実績＞

＜設備利⽤率が⾼い案件における⼯夫＞ ※複数回答可

 定期的な設備メンテナンスにより、適切な設備管理の実施。
（６件）

 定期的な坑井のメンテナンスにより、適切な地熱流体管理の実
施。（１件）

 設備利⽤率の維持のため、蒸気・熱⽔を計画的に取り出して
いる。（２件）

＜設備利⽤率が低い案件における理由＞ ※複数回答可

 設備の故障・修繕が発⽣したため。（４件）
 設備の⻑期点検・停⽌が必要となったため。（２件）
 坑井の詰まりにより、蒸気・熱⽔量が低下したため。（１件）
 ⾃然要因により蒸気・熱⽔が減衰したため。（１件）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1,000kW未満 (17件)

1,000-7,500kW (5件)

事業計画時の想定よりも設備利⽤率は⾼くなっている 事業計画時の想定と設備利⽤率は変わらない

事業計画時の想定よりも設備利⽤率は低くなっている 事業計画時に設備利⽤率は想定していなかった

事業計画時の想定が不明

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1,000kW未満 (17件)

1,000-7,500kW (5件)

ある ない 不明

＜極端に設備利⽤率が低下した年の有無＞
※設備利⽤率が30%以下へと低下したこと



15（参考）第79回委員会資料︓⽇本地熱協会 御発表資料より



機械的・簡易的に
計算したLCOE -100

100
-

1000

1000
-

7500

7500
-

15000
15000

-

0円/kWh〜20円/kWh 0件 1件 3件 0件 1件

20円/kWh〜25円/kWh 1件 0件 1件 0件 0件

25円/kWh〜30円/kWh 2件 0件 1件 0件 0件

30円/kWh〜35円/kWh 6件 2件 0件 0件 0件

35円/kWh〜40円/kWh 4件 0件 0件 0件 0件

40円/kWh以上 4件 9件 0件 0件 0件

合計 17件 12件 5件 0件 1件

16（参考）地熱発電の国内トップランナー

 地熱発電については、定期報告データの提出があり、かつ設備利⽤率が確認できた事業者（35件）のうち、5件
（全体の14%）が20円/kWh未満で事業を実施できている。

 20円/kWh未満の事業者は、掘削に要する費⽤は平均的な案件よりも⼤きいが、調査・探査、設備費、⼯事費
が安価となっており、設備利⽤率も⾼いことが低コストの要因であった。

【20円/kWh未満の⽔準の平均値】

（設備利⽤率）
 設備利⽤率を⻑期的に維持

できるよう、蒸気を計画的に
取り出し

 定期的なメンテナンス実施

（⼯事費）
 関連会社、地域の中堅企

業等への発注による中間
マージンの抑制

 ⼤規模開発によるスケール
メリット

（設備費）
 バイナリー発電所を既存のフ

ラッシュ型発電所に併設する
ことによる設備の共⽤

＜地熱発電のコスト動向＞

• （資本費＋運転維持費）／発電電⼒量により、機械的・簡易的に計算した。
• 割引率は3% と仮定。資本費と発電電⼒量は実績値、運転維持費は最新の調達価格の想定値

を使⽤し、 IRR0% 及び IRR3% の場合の⽐率をもとに機械的・簡易的に計算した。

調査・探査

1.1万円/kW

掘削

6.3万円/kW

設備費

44.9万円/kW

設備利⽤率

81.8%

調査・探査

2.7万円/kW

掘削

2.7万円/kW

設備費

95.4万円/kW

設備利⽤率

56.3%

⼯事費

44.7万円/kW

⼯事費

24.2万円/kW

【全案件の平均値】

▲1.6万円/kW
（▲60%）

▲50.5万円/kW
（▲53%）

▲20.5万円/kW
（▲46%）

+25.5％
（+45%）

+3.6万円/kW
（+131%）



17（２）海外の動向︓地熱発電の発電コスト

＜地熱発電事業のLCOE＞ ＜地熱発電事業のLCOEの加重平均＞

出典︓IRENA 「Renewable Power Generation Costs in 2021」



地熱発電
Ⅰ コストデータ
Ⅱ 2025年度以降の取扱い
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＜本年度に取扱いを⽰す対象＞

 地熱発電については、地元調整、関係法令の⼿続き等を勘案し、これまで向こう３年間の複数年度の調達価格を取りまとめ
てきたことをふまえると、引き続き向こう３年間について取扱いを決定することは効果的と考えられる。2024年度までは既に取
扱いが決定しているところ、2025年度の取扱いについて、本年度に⽰すこととしてはどうか。

＜新規認定においてFIP制度の対象とする領域＞

 これまでの本委員会では、以下の理由から、 2024年度までの新規認定でFIP制度のみ認められる地熱発電の対象※を、
1,000kW以上とした。

① 資本費や運転維持費、設備利⽤率のデータが1,000kW未満と1,000kW以上で、分布の傾向が異なっていたこと
② 地熱発電は、ベースロード電源であり出⼒が安定していることから、発電予測が⽐較的容易、需要側が単体の電源

から安定した電気を調達しやすい、といった特徴があるため、FIP制度により、早期に電⼒市場へ統合していくことが適
切と考えられること

 上述のとおり、地熱発電は、⾃⽴化へのステップとして、早期に電⼒市場へ統合していくことが適切である。⼀⽅で、定期報
告データを⽤いて規模別のコスト動向を分析したところ、1,000kWを超えると⽐較的低コストでの事業実施が可能な傾向に
あるが、1,000kW未満についてはコスト⽔準が⾼く、資本費の分散も⼤きい。また、今年度からFIP制度が開始する中で、
1,000kW以上については、FIP制度のみ認められることとしており、FIP制度の動向についてもふまえることが重要。

 以上をふまえ、新規認定でFIP制度のみ認められる地熱発電の対象について、2025年度についても、引き続き
1,000kW以上としてはどうか。

※全設備更新や地下設備流⽤の区分等はいずれも認定・導⼊実績が限られるが、地熱発電の電源特性は、新設も全設備更新も地下設備流⽤も同
様と考えられることから、2024年度までの新規認定でFIP制度のみ認められる対象を1,000kW以上とした。同様の考え⽅に基づき、2025年度につい
ても、引き続き1,000kW以上としてはどうか。

（２）地熱発電に係る2025年度以降の取扱い（案）①
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FIP
（⼊札対象外）

50kW

1,000kW

0kW

＜2025年度における地熱発電のFIP/FIT制度の対象（イメージ）＞
規模

FIT
（地域活⽤要件あり）

FIP制度の移⾏認定も認める対象

FIP制度の運⽤状況を⾒極めながら、
FIP制度の新規認定/移⾏認定を認める
範囲拡⼤を検討することとする。

50kW

（２）地熱発電に係る2025年度以降の取扱い（案）②

＜新規認定においてFIT制度の対象とする領域＞

 同様に、地熱発電は、FIP制度により早期に電⼒市場へ統合していくことが適切と考えられることをふまえれば、2025年度
にFIT制度の新規認定を認める対象は、1,000kW未満かつ地域活⽤要件を満たすものに限定すべきではないか。
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＜調達価格・基準価格＞
ⅰ）15,000kW未満（新設）について

 コストデータやコスト調査の結果に基づけば、
 資本費・運転維持費︓平均値・中央値いずれも、2024年度の調達価格・基準価格における想定値を上回っ

ている。ただし、資本費については、1,000kW以上の中規模案件では、平均値は想定値を下回っており、効
率的な事業実施ができている。また、調査結果に基づけば、1,000kW未満で資本費が⾼い理由の１つとして
は、発電設備の選択肢が限られており、過⼤な設備仕様になってしまうこと等があげられる。

 設備利⽤率︓平均値・中央値いずれも、 2024年度の調達価格・基準価格における想定値を下回っている。
ただし、1,000kW以上の中規模案件では、平均値・中央値は想定値を上回っており、効率的な事業実施が
できている。また、調査結果等に基づけば、特に設備利⽤率が低い1,000kW未満については、適切なメンテナ
ンスの実施により設備利⽤率の向上も期待できる。

 調達価格・基準価格の設定にあたっては、このように、中規模案件では効率的な事業実施ができていることや、特に設
備利⽤率については⼩規模案件においても改善が期待できること、また、価格⽬標で中⻑期的な⾃⽴化を⽬指して
いることや、15,000kW未満／以上の間の価格差が適切な事業規模での導⼊拡⼤に影響を与えている可能性が
あることをふまえることが重要。

 ⼀⽅で、15,000kW未満全体で⾒れば想定値ほどに安価に事業実施できていないことや、世界的にも価格低減が
進んでいるとはいえない状況もふまえ 、2025年度の調達価格・基準価格については、2024年度の想定値を維持
することとして、今後、2030年の野⼼的な導⼊⽬標に向けた導⼊ペースの加速化や15,000kW未満／以上の間
の価格差による適切な事業規模での導⼊拡⼤への影響等も勘案しつつ、資本費や設備利⽤率等の想定値の引き
下げ（設備利⽤率については引き上げ）や調達価格・基準価格の区分のあり⽅の⾒直し等も検討することとしては
どうか。

（２）地熱発電に係る2025年度以降の取扱い（案）➂
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＜調達価格・基準価格＞
ⅱ）15,000kW以上（新設）について

 導⼊済み１件のコストデータによれば、資本費・運転維持費は2024年度の基準価格における想定値を下回っており、
設備利⽤率は想定値と同程度であるが、まだ報告数が１件のみと少ない。このため、動向を注視することとし、2025
年度の基準価格については、2024年度の想定値を維持してはどうか。

ⅲ）全設備更新や地下設備流⽤の区分等について
 15,000kW未満における地下設備流⽤区分の１件のみしか導⼊実績がない。また、全設備更新や地下設備流⽤の

区分等の調達価格・基準価格における資本費は、新設の区分等の調達価格・基準価格における資本費の想定値か
ら、接続費や地下設備の費⽤を差し引いた値を想定している。これらをふまえ、全設備更新や地下設備流⽤の区分
等についても、新設の区分等と同様、引き続き、2025年度の15,000kW未満／以上の調達価格・基準価格につ
いては、それぞれ2024年度の調達価格・基準価格における想定値を維持してはどうか。

（２）地熱発電に係る2025年度以降の取扱い（案）④


